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要旨　東アジア諸国の工業化は海外直接投資の受け入れ、先進国からの技術移転に深く関
係している。東アジア諸国は工業化を推進する上で、資本、技術が欠如しているのが一般
的であり、先進国に依存せざるをえない状況である。特に、工業化を進展させるためには、
生産技術がなければ、工業製品を生産することができず、また生産できたとしても一定の
品質、性能がなければ市場競争力を持ち得ないことがある。そのため、技術移転、生産技
術構造に注意しなければ、工業化の現状や展開の方向を把握することはかなり困難である。
本論文は東アジア諸国における技術構造の多様性の現実から出発し、GTAPモデルを用い
て、東アジア諸国の貿易自由化と技術移転の効果を分析し、貿易自由化と技術移転が各国
の経済発展にどのような影響を与えるかについて検討する。そして、東アジア諸国の工業
化にとって、技術構造の多様性がより重要な原因であることを論じる。
はじめに
　1980 年代以降の東アジア諸国の経済発展、とりわけアジア NIES、ASEAN、中国の経
済発展は著しいものであり、今や世界の経済成長のセンターとしての役割を担いつつある。
これは東アジア諸国が積極的に工業化を進展させていることによるものでもあり、海外直
接投資の受け入れ、先進国からの技術移転に深く関係している。当時、アジア諸国は工業
化を推進する上で、資本、技術が欠如しているのが一般的であり、先進国に依存せざるを
えない状況であった。特に、工業化を進展させるためには、生産技術がなければ、工業製
品を生産することができず、また生産できたとしても一定の品質、性能がなければ市場競
争力を持ち得ないこともある。つまり、工業化と技術には非常に緊密な関係が存在し、技
術基盤がなければ、工業化も十分に進展しないといえる。その意味で、アジア諸国の工業
化を見るとき、技術移転、生産技術構造に注意しなければ、工業化の現状や展開の方向を
把握することはかなり困難である。さらに、東アジア諸国の工業化に伴う技術移転効果の
研究の大多数が海外直接投資と技術移転の関係に関するマクロ、ミクロレベルでの実証研
究であり、貿易と技術移転効果についての研究は少ない。実際には、発展途上国が先進国
の新製品を輸入するだけでは、必ずしも新しい技術を得られるわけではないが、その製品
を解体し、研究し、模倣することで、製品に内包された知識・技術を学習できる可能性が
十分ある。このような輸入による技術の移転の有無を実証した最初の研究は、Coe and 
Helpman （1995）であり、彼らの研究結果によれば、輸入が外国技術の流入手段になって
いることは明確である。その後、Keller （2000）、Lumenga-Neso et al. （2005）の研究でも、
貿易と技術移転の緊密な関係について、同じような結果を出している。
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　そして、近年、東アジアで「雁行形態発展論」が論じられているが、こうした議論には、
東アジア各国における技術構造が明確に分析されていないことが問題と考えられる。その
上に、このような技術構造の違いが各国の貿易とどのように関係しているか、さらに、東
アジア貿易自由化と技術移転が各国の経済発展にどのような影響を与えるかについての検
討が必要とされる。ここでは、このような現実から出発し、東アジア諸国における技術構
造の多様性を明確にする。そして、GTAP モデルを用いて、東アジア諸国における技術
移転の効果と貿易自由化の経済効果を分析し、東アジア諸国の工業化にとって、その技術
構造の多様性がより重要な原因であることを論じる。
　本論文は３つの節から構成される。第１節の「技術の概念と技術移転のパターン」では、
技術の定義、そして、技術移転の諸形態について簡単に概観する。第２節の「東アジア諸
国の技術構造の多様性」では、アジア国際産業連関表を用いて、東アジア諸国における生
産技術構造の多様性を分析し、東アジア諸国における全要素生産性の近年の変化から東ア
ジア諸国の生産技術構造が変化し続けていることを明確にする。最後の第３節の「GTAP
モデルによる技術移転効果分析」では、GTAP モデルを用いて、東アジアの貿易自由化
と技術移転効果を分析し、東アジア諸国における技術構造の多様性が経済発展に大きな影
響を与えていること論証し、本論文の結論とする。
第１節　技術の概念と技術移転のパターン
　東アジア諸国の技術構造の多様性を論じる際、技術そのものが表す意味を明確に理解す
る必要がある。そもそも「技術」と言っても、その定義は不明確な点もあり、的確な把握
はなかなか容易ではない。本節では、技術の表す意味を十分に検討し、技術移転における
諸形態について簡単にまとめることからはじめる。
１．技術の概念
　技術というのは、いわゆる財を生産するための手段であり、生産技術を指すのが一般的
である。通常、生産技術は「製品技術（Products technology）」と「生産技術（Production 
technology）」と「製造技術（Production management know-how）」の３つに分けられる。
表１に示しているように、「製品技術」とは、商品化にあたって容量や熱消費量で示され
る製品の性能と構造や強度などで示される製品の機能の双方における設計並びに開発技術
を指す。「生産技術」とは、設計図や作業（製造）指図書に従って特定の製品をつくりだ
す組立て加工技術や操作技術を指す。そして、「製造技術」とは、設備機械を直接扱う技
術ではなく、製品の品質や生産の効率性を向上させるために、生産設備、部品、補助具、
原材料と労働者・技能者の間の組み合わせを工夫したり、生産の手順・段取りを改善した
りするノウハウを指す。いわゆる職場での生産管理技術がこれに該当する。
　さらに、技術はそのライフサイクルに対応して、成熟技術、先端技術、ハイテク技術な
どという言い方も存在する。成熟技術とは、製品が開発されて、既に市場も成熟段階に到
達した技術のことであり、先端技術とは、技術開発されて間もない技術のことである。ハ
イテク技術とは高度技術のことであるが、先端技術と同義語で使われることが多い。そし
て、発展途上国への技術移転に関しては、適合技術と表現されることもある。その内容は
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厳密に定義されてはいないが、発展途上国の技術レベルに応じて、吸収できる技術だとい
うことができる。
　このように、技術という言葉に様々な意味が存在しており、分析の際、その概念を明確
にしなければならない。本論文の分析対象とする技術とは、生産技術のことである。つま
り、特定の製品をつくりだす組立て加工技術や操作技術のことである。
２．技術移転のパターン
　菰田（1987）によれば、技術移転の形態は企業内技術移転と企業間技術移転、技術援助
に大別できる（表２）。企業内技術移転は、企業の海外直接投資によって行われる技術移
転の形態である。例え、日系企業が生産コストを削減するために、東アジア諸国に現地生
産工場を設立し、労働力を活用して生産活動を行うことによって、技術移転されるような
技術移転の形態である。企業内技術移転は国際分業の一環として展開されているため、技
術を移転しても、「技術の秘匿」が可能であり、また、成熟技術にかかわらず、先端的な
技術の移転も促進される特徴を有しているなど、各国の工業化にとって非常に効果の高い
技術移転の形態である。企業間技術移転は技術ライセンス契約で実現される。つまり、対
価を支払って、技術を導入することである。企業間技術移転においては、技術の受け入れ
はローカル・メーカーであることが多く、真の意味での国際間技術移転ということができ
る。しかし、企業内技術移転と異なり、企業間技術移転ではライセンサーが技術の優位性、
支配力を維持していくことが前提になるため、先端技術はあまり供与されず、成熟技術、
陳腐化した技術が移転されるケースが多い。この二つの技術移転の形態の他、技術援助に
よる技術移転の形態もある。例えば、日本は東アジア諸国に対して、開発援助のために、
経済協力とともに技術協力も行っている。政府間の技術援助が活発化しており、その中で
の日本からの技術者派遣、機械設備の供与、東アジア諸国からの技術者の受け入れ研修な
どが技術援助に当たるものである。
表１　生産技術の３分類
生産技術のタイプ 技　術　の　内　容
Product technology
製品の性能（容量、熱消費量、効率など）、機能（構造、強度）
をつくり出す設計・開発技術（R&D）
Production technology
設計図や製造指示書に従い製品をつくりだす加工・組立技術
（電子、自動車）、もしくはオペレーション技術（装置産業）
Production management 
know-how
製品をつくりだすための生産設備、原材料、部品、ヒト（生
産労働者）、情報の組み合わせを考える、職場での生産管理
技術
　　注：末廣（2000）。
製品技術
生産技術
製造技術
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３．技術移転の理論
　技術移転の理論として、最も知られているものは、R. Vernon のプロダクト・サイクル
論である。この理論は技術移転による先進国から発展途上国への工業化の波及という問題
を考える場合、避けて通れない重要な理論である。この説によれば、ある製品が登場した
初期段階では、市場が不確実かつ技術革新が急速であるため、技術基盤が発達した先進国
への立地が選考され、市場が成熟し、技術も確立していく中で、次第に賃金などの要素コ
ストの安い発展途上国への立地がより有利になり、移転が進行していくとされる。そして
一定の時間を経過すれば、先進国と発展途上国の技術格差は次第に縮小していくと主張し
ている。R. Vernon（1966）に基づきプロダクト・サイクル論の要点を示したのが図１で
ある。図で示しているように、先進国でまず新製品が導入され生産と消費が起こる。生産
は需要を見込める段階で拡大し、消費を上回る段階で輸出に向けられる。この段階で当該
製品の情報が発展途上国に伝わり、需要が喚起され、輸入が始まる。この段階は「イント
ロダクション・ステージ」である。発展途上国は消費の拡大を受けて生産が拡大するが、
この段階が「輸入代替ステージ」である。発展途上国において生産が消費を上回ると生産
超過分が輸出に向けられ、「輸出ステージ」になる。この時期は先進国では生産と消費がピー
クに達する「成熟製品ステージ」である。先進国では成熟期を過ぎると当該製品の生産は
減少し始め、消費が生産を上回る分を発展途上国からの輸入に依存し始め、「逆輸入ステー
ジ」となる。
　このようなプロダクト・サイクル論は現実の国際経済問題を考えると極めて有用であり
ながら、重大な欠陥を抱えている。それは、プロダクト・サイクルの最終的帰結、すなわ
ち様々な産業で起こる先進国から発展途上国への生産拠点の移転という現象が、最終的に
発展途上国の真の意味での技術的自立に至るか否かの問題に答えていない点である。現実
には、先進国からの投資がしばしば技術的に成熟した陳腐化した量産工程ばかりであり、
量産に必要な資本財設備や重要中間部品の供給は、依然として先進国からの輸入に頼って
おり、発展途上国の技術的自立には結び付かなかったことが問題と考えられている。
表２　技術移転の諸形態
技術移転の形態 存立の基盤・前提 目　　　的
企業内技術移転
技術の独占的所有およびその喪失の危
険
技術の秘匿
???????非市場型
導入企業の技術模倣
努力（R&D）を刺激
（意図せざる移転）
???不完全市場型
国家の保護主義、
独占禁止法等
（余儀なくされた移転）
競争市場型
技術市場の成立・競争的なものへの移
行、R&D 資金巨額化
技術資料収入の獲得、
技術導入
　　注：菰田（1987）。
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第２節　東アジア諸国の技術構造の多様性
　東アジア諸国の生産技術構造は様々な相違点を持っている。しかし残念ながらこのよう
な生産技術構造の多様性を明らかにした研究が少ない。そして、近年における東アジア諸
国の目覚ましい経済発展に伴い、直接投資と貿易を通じた技術移転の効果により、東アジ
ア諸国の生産技術構造は変化を続けている。本節ではアジア国際産業連関表2)の投入係数
表を用いて、東アジア諸国の製造業における生産技術構造を明らかにし、東アジア諸国の
生産技術構造に多様性が存在していることをマクロの側面から論じる。
１．投入係数とその考え
　産業連関表において、生産技術を表すものは投入係数である。産業連関表では、各産業
の必要原材料の投入額をそれぞれの国内産出額で除し投入原単位を表す。投入係数の計算
式は次の通りである。
　　 jX
xa n
i
ij
ij i， ，，，= =1 2 …  
　　　　　　　　　　　　　　　　
1) Vernon のライフサイクル・パターンは米国→他の先進国→発展途上国の流れで製品の新開発、生産
開始、拡大、製品の成熟、衰退という製品生命の一連の流れを国際間における供給と需要の両面から段
階的に分析しているが、筆者は他の先進国と米国が同じように技術力と市場を持っていると想定し、修
正している。
2) アジア経済研究所より作成されている国際産業連関表であり、現時点では 1975 年、1985 年、1990 年、
1995 年、2000 年のアジア国際産業連関表が公表されている。本節に用いたアジア国際産業連関表は
2000 年時点のものである。
図１1)　製品のライフサイクル・パターン
　　出所：Vernon （1966） より一部修正。
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　ここで、αij は j 産業が１単位生産するために必要な i 産業部門からの投入額を示す係数
で、投入係数（input coeﬃ  cient）と定義される。投入係数は投入構造を表すと共に、生
産の技術的関係を表している技術係数（technical coeﬃ  cient）でもある。
　また、アジア国際産業連関表はアジア諸国の生産技術構造を比較分析することを可能に
し、しかもその投入係数表は非常に便利に分析できるようにしている。ここでは、石川
（2003）の国別生産技術構造の比較分析の考えにしたがい、アジア諸国の生産技術構造の
多様性を見ていく。
２．国別投入係数の差異の要因
　石川（2003）によれば、各国間の投入係数の差異要因は、①財・サービスの相対価格の
差異、②利用可能な生産技術の差異、③プロダクトミックスの差異の３つの要因である。
ここでは、財・サービスの相対価格と利用可能な生産技術の差異に着目した投入係数の解
釈3)に焦点を当てて比較分析を行う。したがって、ある２国間における価値的投入係数の
差異を財・サービス間の相対価格と物的投入係数の関係で示せば、以下の式のようになる。
　　
　　Δαij ：両国間における価値的投入係数の差異
　　Pi
r ：r 国における i 財の価格
　　Pj
r ：r 国における j 財の価格
　　αij
r ：r 国における物的投入係数　　　　（r＝1，2）
　この関係から明らかなように、通常用いられる価値的投入係数の差異の原因は、国別の
財・サービスの相対価格の違いと本来の意味での生産技術構造を示す物的投入係数からな
る。この要因分解は、投入係数を相対価格と物的投入係数に分けて示したものであり、こ
れらの要因は相互に独立ではなくお互いに従属的に変化するものである。これは、利用可
能な複数の技術から極小費用を実現する技術が結果として選択されると解される代替定
理4)においても説明できる。このように、相対価格と物的投入係数を従属的にみると、各
国間で中間財の相対価格や利用可能な生産技術が異なると考えられるため、価値的投入係
数は国別に差異を持つことが理解されるのである。
３．投入係数から見た東アジア諸国の生産技術構造の多様性
　東アジア諸国の生産技術構造を考察するために、アジア国際産業連関表の技術係数の差
異を用いて分析を行う。ここでは、アジア経済研究所作成の 2000 年アジア国際産業連関
表の 24 部門の表において、非競争輸入型5)の投入係数を基に各国からの投入をすべて足
し合わせ、競争輸入型の投入係数を作成する。こうして用意された分析用アジア国際産業
連関表の投入係数表を用いて直接的に各国の製造業における生産技術構造の差異を分析す
= － －（ ）1
1
12
2
2
ji ji
j
i
j
i
ij P
P
P
PaΔ α α
　　　　　　　　　　　　　　　　
3) プロダクトミックスの差異についての解釈は石川（2003）を参照。
4) 代替定理では、各産業が利用できる生産技術は複数存在しており、生産要素間の代替は可能である。
しかし、産業が実際に採用する生産技術は、その中から最も有効な技術であって、結果として１産業１
技術が観察されるというものである。
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るのであるが、各指標は日本のそれと比較した増減率を以って評価することにする。分析
の比較対象を日本にした理由は、日本が東アジア諸国の中において最も高度な先端的生産
技術構造をもっていると想定しているからである。なお、日本と比較を行う東アジアの国
は、アジア国際産業連関表の対象国・地域であるインドネシア、マレーシア、フィリピン、
シンガポール、タイ、中国、台湾、韓国である。そして、アジア国際産業連関表の 24 部
門分類において製造業に分類される 12 部門6)の生産技術構造のうち、現在東アジアの産
業内貿易がより活発化していると思われる機械類、輸送機器、その他の製造業について比
較分析を行い、東アジア諸国の生産技術構造の多様性を明らかにする。
　表３は機械類における東アジア諸国の中間投入構成の日本との比較を示したものであ
る。〝＋〞 は対象国の投入係数が日本の投入係数より大きいことを示し、〝－〞 は小さいこ
とを示す。また、その数は差異の大きさを表現している。この表から明らかなように、機
械類産業において東アジア諸国では、日本より多くの中間投入要素が用いられている。韓
国は日本と最も近い中間投入構成国であり、機械類産業においては韓国の生産技術構造が
日本に追い付いているように思われる。そして、全体的に見ると、東アジア諸国の機械類
産業への投入は第一次産業と第二次産業からの投入が多く、第三次産業からの投入が少な
い。この中で最も目立つ国はシンガポールであり、第三次産業からの機械類産業への中間
投入がより多く行われている。
　　　　　　　　　　　　　　　　
5) 産業連関表のタイプは、競争輸入型と非競争輸入型によって異なる。競争輸入型産業連関表では、同
じ産業部門で分類されている財であれば、輸入品と国産品の区別をせず同一財であるとみなして扱う。
これに対して、非競争輸入型は同じ財あるいは同一産業部門に分類される財のあっても、輸入品と国産
品は別財であると区別して扱う。
6) アジア国際産業連関表に製造業と分類される 12 部門はそれぞれ、食料品、繊維製品、製材・木製品、
パルプ・紙、化学製品、石油製品、ゴム製品、非鉄金属製品、金属製品、機械、輸送機器、その他の製
造業である。
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表３　機械における中間財投入構成の差異
インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ 中国 台湾 韓国
米 ---- ++++ ---- ---- ---- ---- ---- ----
その他の農産物 ---- - ---- - ---- +++ ---- +++
畜産 ---- -- ---- ---- ---- ---- ---- --
林業 +++ +++ ---- ---- - +++ ---- -
漁業 ---- -- ---- ---- ---- ---- ---- --
原油・天然ガス +++ +++ ---- ---- ---- +++ +++ ----
その他の鉱業 +++ +++ ---- +++ +++ +++ +++ +++
食料品 + -- ---- -- -- -- --- --
繊維製品 ++ - -- +++ -- +++ -- -
製材・木製品 ++ +++ +++ - +++ +++ - -
パルプ・紙 ++ -- -- -- -- - - -
化学製品 +++ +++ - - +++ +++ +++ +++
石油製品 +++ +++ - +++ +++ +++ +++ +++
ゴム製品 +++ -- -- -- -- +++ -- -
非鉄金属製品 ++ -- -- -- - +++ +++ +++
金属製品 ++ - -- -- - +++ +++ +++
機械 ++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++
輸送機器 +++ - -- -- +++ +++ +++ -
その他の製造業 +++ -- -- - - +++ - +++
電気ガス ++ - - -- - +++ -- -
建設 + -- -- -- -- -- - --
商業・運輸 +++ +++ - +++ +++ - +++ -
サービス ++ -- -- +++ -- - - -
公務 ---- ---- ---- ++++ ---- ---- ---- ----
注： -（-50%～０%）、--（-100%～-50%）、---（-100%以下）、----（該当国では投入が
ない場合）、+（０%～50%）、++（50%～100%）、+++（100%以上）、++++（日本で
は投入がない場合）
　表４は輸送機器における東アジア諸国の中間財投入構成を日本と比較したものである。
機械類と異なり、インドネシア、マレーシア、タイ、台湾、シンガポールの方が中間投入
において日本より少なくなっており、中国と韓国が日本より多く中間投入を用いている。
日本は輸送機器における生産技術構造が決して優れているというわけではない。そして、
第三次産業の輸送機器への中間投入を見ると機械類より多くの投入がみられ、特にシンガ
ポールとマレーシアの第三次産業からの輸送機器への中間投入が多い。
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表４　輸送機器における中間財投入構成の差異
インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ 中国 台湾 韓国
米 ---- ---- ---- ---- ---- ---- ---- ----
その他の農産物 - +++ ---- +++ ---- ---- -- +++
畜産 ---- -- ---- ---- ---- ---- ---- --
林業 +++ +++ ---- ---- +++ +++ +++ --
漁業 ---- -- ---- ---- ---- ---- +++ -
原油・天然ガス -- -- ---- ---- ---- +++ +++ ----
その他の鉱業 +++ +++ ---- ---- +++ +++ +++ +++
食料品 ---- -- ---- -- -- -- ---- -
繊維製品 +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++
製材・木製品 +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++
パルプ・紙 -- - - -- - - - --
化学製品 - +++ - - +++ +++ +++ +++
石油製品 +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++
ゴム製品 +++ -- +++ -- +++ +++ - +++
非鉄金属製品 -- - - - - - -- -
金属製品 - +++ +++ - +++ +++ +++ +++
機械 -- - - +++ +++ +++ - +++
輸送機器 - - -- - - - - -
その他の製造業 -- -- -- +++ -- - - +++
電気ガス +++ - +++ - +++ +++ -- -
建設 -- +++ - +++ -- -- - --
商業・運輸 +++ +++ +++ +++ +++ - +++ -
サービス - - - +++ -- - +++ +++
公務 ++++ ---- ---- ++++ ---- ---- ---- ----
注： -（-50%～０%）、--（-100%～-50%）、---（-100%以下）、----（該当国では投入が
ない場合）、+（０%～50%）、++（50%～100%）、+++（100%以上）、++++（日本で
は投入がない場合）
　表５は東アジア諸国のその他の製造業における中間財の投入構成を日本と比較したもの
である。その他の製造業では、機械類と同じように、多くの投入要素において日本より多
く用いられ、日本の生産性が一番効率的であると言える。しかし、インドネシア、マレー
シア、フィリピン、シンガポール、タイのその他の製造業の中間投入は日本に追いつく形
となっており、中間投入ではかなり日本に接近している。第三次産業のその他の製造業へ
の投入においてシンガポールの方がより多く投入されていることは機械類と一致している。
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表５　その他の製造業における中間財投入構成の差異
インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ 中国 台湾 韓国
米 ---- ---- ---- ---- -- -- ---- --
その他の農産物 +++ +++ ---- -- -- +++ +++ --
畜産 +++ -- ---- ---- - +++ ---- -
林業 +++ +++ -- ---- - +++ - -
漁業 - ---- -- ---- -- -- +++ --
原油・天然ガス ++++ ++++ ---- ---- ++++ ++++ ++++ ++++
その他の鉱業 +++ -- -- -- +++ +++ +++ --
食料品 +++ +++ --- -- +++ -- +++ -
繊維製品 +++ - +++ +++ +++ +++ +++ +++
製材・木製品 - -- -- -- - -- - -
パルプ・紙 -- +++ -- - -- +++ - -
化学製品 +++ +++ - +++ - +++ +++ +++
石油製品 +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++
ゴム製品 - - +++ +++ +++ +++ +++ -
非鉄金属製品 - -- - -- +++ - - +++
金属製品 +++ +++ - +++ +++ +++ +++ +++
機械 -- +++ -- +++ -- - +++ +++
輸送機器 - -- -- - +++ +++ +++ -
その他の製造業 -- - +++ - +++ - - -
電気ガス - +++ - - - +++ -- -
建設 -- +++ -- - -- -- - --
商業・運輸 +++ - +++ +++ +++ - - -
サービス -- -- -- +++ -- - +++ +++
公務 ---- ---- ---- ++++ ---- ---- ---- ----
注： -（-50%～０%）、--（-100%～-50%）、---（-100%以下）、----（該当国では投入が
ない場合）、+（０%～50%）、++（50%～100%）、+++（100%以上）、++++（日本で
は投入がない場合）
　このような分析から直観的にわかるように、東アジア諸国の製造業における生産技術構
造は、産業ごとに異なり、生産技術構造の多様性が存在している。このような技術面にお
ける多様性は東アジア諸国間の技術移転を促進し、東アジアの工業化の潜在的要因である
ともいえるだろう。
４．東アジア諸国の技術進歩
　ここでは、東アジア諸国の経済発展に伴い、生産技術水準がどのように変化しているか
を見る。計量経済的に技術進歩を表す指標としては全要素生産性（Total Factor Produc-
tivity: TFP）があり、全要素生産性の伸び率を推定することによって、各国の技術進歩の
状態を比較することができる。図２は APO7)による東アジア諸国の TFP の成長率の推計
である。この推計の結果からわかるように、東アジア諸国は日本を除き全期間でより高い
TFP の伸び率を維持している。国別で見ると中国は 1970～1990 年代における TFP の伸
び率が 2.0％に対して、1990～2007 年における伸び率は 4.0％に上がっている。これは急
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速な TFP の伸び率が経済成長に大きなプラスの影響を与えているといえる。言い換えれ
ば、中国の生産技術水準は急速に上がってきているということになる。韓国の場合、1970
～1990 年の平均 TFP の伸び率が 0.3％と低かったが、1990 年以降は平均 1.5％の TFP の
伸び率が計測され、1990 年代以降韓国の生産技術水準が大きく上がっていることを示し
ている。台湾は全期間において中国の次に TFP の伸び率が高い地域であり、生産技術水
準は成長し続けている。ASEAN の国では、インドネシア、タイは 1970～1990 年代に 1.2％、
2.5％と高い TFP 伸び率が計測されているが、1990 年代以降はその伸び率が鈍化してい
る。フィリピンは 1970～1990 年代における TFP の伸び率が－1.3％であったが、1990～
2007 の TFP の推計ではプラスに転じ 0.7％の伸び率となった。いずれにしても ASEAN
の国々の経済成長は TFP より要素投入の拡大と資本の蓄積が大きく貢献しているように
思われる。日本はアジアの先進国であり、最も高い生産技術を持っている。その TFP の
伸び率は他の先進国と同じく 0.5 にとどまり、低い TFP の伸び率を維持している。全体
的に見ると中国、台湾、韓国では TFP の急速な伸び率が経済成長に大きなプラスの影響
を与え、ASEAN の国々は TFP の伸び率に比べて要素投入の拡大と資本の蓄積が経済成
長に大きな影響を与えているように思われる。そして日本企業の海外進出が東アジア諸国
の TFP 伸び率に大きな役割を果たしている。
第３節　GTAPモデルによる東アジア技術移転効果分析
　本研究では、東アジア諸国の生産技術構造に明確な差異が存在していると想定し、その
技術移転が各国の経済成長にどのような影響を与えるかについてシミュレーション分析を
行う。分析に用いるモデルは国際貿易分析において多く用いられている GTAP モデルに
する。GTAP（Global Trade Analysis Project）モデルとは、アメリカのパーデュー大学
の Thomas W Hertel 教授を中心として、国際貿易が世界各国に与える影響を評価する目
的で 1992 年に設立された国際貿易分析プロジェクト（The Global Trade Analysis Proj-
　　　　　　　　　　　　　　　　
7) APO とは、Asian Productivity Organization の略である。
　　注：APO Productivity Databook （2010）。
図２　東アジア諸国の TFP の成長率
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ect）によって開発された応用一般均衡モデルである。GTAP モデルはデータベース、モ
デル及びソフトウェアが一体となったものであり、データベースは国際産業関連表に基づ
いている。最新版の Version6 は、2001 年時点の各国データを元に作成されたデータベー
スがパッケージされており、これを用いることで最大 87 か国・地域、57 産業について分
析を行うことが可能である。　
　そして、GTAP モデルは一般均衡モデルのタイプに属するので、供給要因が経済に与
える影響を分析することに適している。経済成長において全要素生産性などの技術進歩が
占める位置は小さくない。技術進歩は結果的に生産物価格の抑制につながり、需要拡大に
も大きく寄与する。さらに、世界経済における相互依存関係を考慮すると、技術進歩が進
む国では、生産コストの低下によって、交易条件を有利にすることが期待できる。このよ
うに、GTAP モデルは技術という供給要因における各国間の差異が貿易、さらには各国
経済成長に与える影響面の分析に適している。
１．GTAPモデルの生産者行動と技術変化の設定
　GTAP モデルにおいて、生産者は規模に関して収穫一定の技術を持ち、レオンチェフ
型生産関数に従って生産量が与えられた下での中間需要と要素需要が求められる（図３）。
よって、中間需要と要素需要の代替は一定である。与えられた生産量に対応した要素需要
としては土地・資本・労働が想定され、各々の需要の決定は CES 生産関数により決定さ
れる。中間需要は国内需要、各国・地域別の輸入に分けられ、要素需要と同様に CES 生
産関数により決定される。また、各国・地域の各財の輸出は、生産量から当該財の国内消
費を差し引いた量として定義され、他国の輸入需要を満たすこととなる。
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　生産関数 qo（ j，r）は次のような方程式で表現される。生産者は家計から生産要素とし
て提供される労働、資本、土地と国内、外国からの中間投入をもとに、家計消費、政府消
費、輸出の諸部門の諸需要を満たすための財・サービスを生産すると同時に投資を行う。
生産者の技術は規模に関して収穫一定であり、生産要素投入と中間投入に関してはレオン
チェフ型で、要素投入と中間投入の代替は一定であるとされている。すると、生産構造は
次のように表現される。
　　 ⑴　　
　ただし、
　　QOjr ：j 産業の生産量
　　QVAjr ：j 産業における要素投入
　　QFijr ：j 産業における i 財の中間投入
　　aojr ：j 産業における全要素の生産性上昇率
　　avajr ：j 産業における生産要素の生産性上昇率
　　afijr ：j 産業における i 財の中間投入の生産性上昇率
である。そのうち要素投入は次のような CES 生産関数によって決定される。
QFijrdfijrQVAjrdvjrQOjr
1－σj
σj
－
1－σj
（ ） （ ）ijrjrjr taf
PRODi
tavatao eee
σj
σj
－
∈
－
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛
+= ∑ 1−σj
　　　　　　　　　　　　　　　　
8) レオンチェフ型生産関数とは、f（x1，x2）＝min［x1，x2］であり、生産要素間の代替が不可能とする生
産関数である。CES 型生産関数とは、f（x1，x2）＝［x1
α ＋ x2
α］1/α（0 ＜ α ＜ 1）であり、生産要素間の代替
が可能な生産関数である。
　　注：通商白書（2003）。
図３：GTAP モデルの生産の構造8)
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　　 ⑵　　
　ここで
　　QFEijr ：j 産業における i 要素の投入
　　afeijr ：j 産業における i 要素の生産性上昇率
　　σj ：j 産業における要素間の代替の弾力性
　そして、中間投入財は国内財と輸入財とに分けられ、CES 生産関数によって決定される。
　　 ⑶　　
　　QFDijr ：j 産業における i 財の国産財中間投入
　　QFMijr ：j 産業における i 財の輸入財中間投入
　　ddijr ：j 産業における i 財の国産財の中間投入シェア
　　dmijr ：j 産業における i 財の輸入財の中間投入シェア
　　σi ：i 財の国産財と輸入財の代替の弾力性である
　この GTAP モデルの生産構造では、３種類の技術変化が考慮されている。avajr と afeijr
は合成された付加価値と中間財それぞれに関する技術進歩を表現するために導入された技
術変数である。また、aojr は Hicks 中立的な技術変化に関する変数である。この変数は、
ある所与の生産レベルに対する必要投入量を付加価値・中間財にかかわらず一律に減少さ
れるものである。そして修正後のゼロ利潤条件は地域 r における製品 j の合成生産物の価
格に技術変化の効果を反映させるという修正を加えたものである。
２．シミュレーションのデザイン
①　GTAP モデルの地域区分と商品・産業区分
　本分析に用いる GTAP モデルは最新版の Version6 であり、最大 87 か国・地域、57 産
業について分析を行うことが可能である。この 87 国・地域× 57 産業区分データを、東ア
ジアの貿易研究を対象とした９地域×９産業レベルまで集計縮小して使用する。採用され
た地域、商品、産業区分は表６、表７のとおりである。地域区分の時、チリ、ベルー、ロ
シアを APEC の加盟国の関係でアメリカ、カナダ、メキシコと共通のグループに入れて
いる。
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②　外生条件を与える変数とシナリオ
　今回の分析の目的は東アジア諸国の貿易自由化と技術移転の効果を GTAP モデルで計
測することであり、外生条件を与える変数は２つある。１つは、貿易自由化による関税撤
廃の効果、つまり、関税率を変動させる変数である（tms）を変化させる。もう１つは、
表６：９地域区分
略号 含まれる地域
1 JPN 日本
2 KOR 韓国
3 CHN 中国
4 ASEAN インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、
ベトナム 
5 AUS オーストラリア
6 NZL ニュージーランド
7 IND インド
8 OtherAPEC 香港、台湾、カナダ、アメリカ、ロシア、メキシコ、チリ、ペルー
9 ROW その他の世界各国
表７：９産業区分
産業名 略号 含まれる産業
農林水産業 AGR 米、小麦、その他穀物、野菜、果物、搾油用種子、砂糖
用作物、繊維用作物、その他作物、林業、水産業
鉱業 MNG 石炭、原油、ガス、その他鉱物
食料品 PFD 牛、羊、山羊、馬、その他動物、 生牛乳、ウール、生糸、
牛、羊、山羊、馬肉製品、その他畜産肉製品、植物油と
油脂、乳製品、精米、砂糖、その他食品、飲料とタバコ
繊維 TXL 繊維、衣料品
化学 CHM 石油、石炭製品、化学品、ゴム、プラスチック製品、そ
の他非金属鉱物製品
金属 MTL 鉄金属、非鉄金属
一般機器、
輸送機器
OME 自動車とその部品、その他輸送設備、電子設備、その他
機械と設備
その他製造業 Other Mnfcs 革製品、木製品、 製紙、出版、金属製品、その他製造
サービス業 Svces 建設、電力、ガス生産、供給、水道、商業、その他の輸
送、海運、航空輸送、通信、金融、保険、その他ビジネ
スサービス、娯楽とその他のサービス、公務、不動産 
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技術革新による費用削減効果を表す全要素生産性の変数（aoreg）を変化させ、技術移転
が東アジア諸国の経済に与える影響を分析する。シミュレーション分析のデザインは以下
の４つである。
　ⅰ 　日本・中国・韓国の自由貿易協定（日中韓 FTA）。すなわち、日本、中国、韓国の
相互の全品目にわたる輸入関税の撤廃したケース（tms を０％に変化させる）。
　ⅱ 　ASEAN+３の自由貿易協定。すなわち、ASEAN 諸国と日本、中国、韓国の相互
の全品目にわたる輸入関税を撤廃したケース（tms を０％に変化させる）。
　ⅲ 　日中韓 FTA と技術移転効果。すなわち、日中韓 FTA に日本と韓国から中国への
技術移転の効果を考慮したケース（tms を０％に変化させ、中国の製造業における
aoreg を１％上昇させる） 。
　ⅳ 　ASEAN+３の自由貿易協定と技術移転の効果。すなわち、ASEAN+３の自由貿易
協定に日本と韓国から ASEAN と中国への技術移転の効果を加えて考慮したケース
（tms を０％に変化させ、中国と ASEAN の製造業における aoreg を１％上昇させる）。
３．シミュレーションの結果
①　厚生水準の変化
　東アジア諸国の貿易自由化に技術移転効果を加えたシミュレーション分析による各国の
厚生水準の変化は表８に示している。このシミュレーションの結果から以下のようなこと
が言える。第１に、日中韓 FTA にしても ASEAN＋３の FTA にしても単純な関税撤廃
の貿易自由化は一番効果的なものとは言えない。中国にとって関税撤廃による貿易自由化
の効果はそれほど大きくないが、韓国と日本については比較的大きなメリットがある。第
２に、関税撤廃と技術移転を共に考えた場合、関税撤廃による貿易自由化に比べて効果が
高いことは明らかである。特に中国の厚生水準に与えるプラスの効果は著しい。ASEAN
各国にとっても、技術移転の効果を考えた場合、関税撤廃による自由貿易協定に比べて２
倍以上のプラスの効果が期待できる。第３に、技術移転の効果を考えた場合、東アジアの
表８：東アジア諸国の貿易自由化と技術移転による経済厚生水準変化
 （単位：百万ドル）
国 ･ 地域 日中韓 FTA
日中韓 FTA ＋
技術移転効果
ASEAN＋３FTA
ASEAN＋３の FTA
＋技術移転効果
JPN 6,805.87 6,568.68 7,603.76 7,369.1
KOR 8,745.47 8,685.75 9,007.27 8,977.51
CHN 39.57 4,879.02 301.38 5,244.43
ASEAN －1,753.16 －1,664.12 2,176.02 4,843.56
AUS －446.55 －426.82 －626.63 －578.63
NZL －73.83 －68.61 －100.65 －86.69
IND －165.58 －148.06 －419.53 －402.53
OtherAPEC －3,803.71 －3,961.36 －5,995.52 －6,115.15
ROW －2,772.4 －2,815.89 －5,029.52 －5,213.02
　　出所：シミュレーション分析の結果。
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自由貿易化は東アジア諸国の厚生水準に与えるプラスの効果は大きく、またプラスの効果
は各国に等しく分布しており、より望ましい状態といえる。特に中国にとっては技術移転
が自由貿易化のカギになると考えられる。
②　GDP の変化
　続いて、シミュレーションの結果による各国の GDP の変化率を見てみよう。表９はそ
れを示したものである。ここからわかるのは、関税撤廃による貿易自由化に比べて技術移
転の効果を加えた貿易自由化の効果がより高く、各国の GDP に与えるプラスの影響が大
きいことである。先ほどの厚生水準の変化と同じく、中国の場合、技術移転が GDP の変
化に与えるプラスの効果が著しい。日本と韓国にとっては、技術移転効果が GDP のプラ
スの効果を押し下げているように見えるが、それほどの変化はない。ASEAN 各国にとっ
ても、技術移転を考慮した貿易自由化が最も望ましく、その GDP に与えるプラスの効果
が最も大きい。全体４つのケースのシミュレーションの結果を比較して見ると、東アジア
各国にとっては、技術移転の効果を考慮した ASEAN+３の貿易自由化の効果が一番望ま
しいものとなっている。さらに技術移転の効果を考慮した貿易自由化は、関税撤廃による
貿易自由化以上に、中国と ASEAN 各国に大きなメリットを与えることは明らかである。
表９　東アジア諸国の貿易自由化と技術移転による GDP の変化率
国 ･ 地域 日中韓 FTA
日中韓 FTA+
技術移転効果
ASEAN+３FTA
ASEAN+３の
FTA+ 技術移転効果
JPN 1.2 1.14 1.38 1.29
KOR 1.41 1.38 1.66 1.62
CHN 0.42 1.2 0.39 1.16
ASEAN －0.83 －0.84 1 1.93
AUS －0.73 －0.72 －1.01 －0.98
NZL －0.72 －0.7 －0.92 －0.87
IND －0.5 －0.49 －0.7 －0.67
OtherAPEC －0.35 －0.39 －0.51 －0.57
ROW －0.3 －0.33 －0.41 －0.45
　　出所：シミュレーション分析の結果。
終わりに
　本論文では、東アジア諸国の製造業における生産技術構造の多様性を概観し、技術面で
の多様性が東アジア諸国の工業化にとって潜在的な成長要因であると想定しながら、
GTAP モデルを用いて、東アジア諸国の貿易自由化と技術移転の効果についてシミュレー
ション分析を行った。その結果としては、技術移転効果を考慮した貿易自由化が関税撤廃
による貿易自由化より大きなメリットをもつことが明らかになった。さらに、ASEAN と
中国にとっては、技術移転が貿易自由化のカギであると考えられ、経済成長に大きなプラ
スの効果を与えることが期待できる。そして、東アジア諸国の各産業の生産技術構造の多
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様性がますます技術移転を促進し、工業化を進めることは疑いようもなく、技術、そして
技術移転を重視し、その技術移転の効果を生かしながら、東アジアの貿易自由化を進める
べきだと考える。
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